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公教育の無償化へ、今すぐ自治体からできる具体的改善 

  就学援助のうち入学準備金は３月支給にー支給の前倒しはすぐにでもできること 

 

11 月 24 日に埼玉西部地区地方自治研究会の定例会が開催され、当センターの会員でもあり専修大学

非常勤講師（教育行政）をされている中村文夫さんから「公教育の無償化へ、今すぐ自治体からできる

具体的改善」のタイトルでお話をいただきました。 

 中村さんは以前ご紹介した通り『子どもの貧困と公教育』（明石書店 2106 年 2 月刊）の著書もあり、

学校給食の無償化や公会計化、就学援助制度など貧困とのかかわりも含めて詳しく調査研究されていま

す。埼玉県内の状況にも詳しく、今回の定例会では参加者に自治体議員も多いことから、自治体ですぐ

にでも可能な教育にかかわる改善策を提示していただきましたのでご紹介します。 

 

─ ╩ ⇔ ≥╙─ ⌐

⅝╩⁸ ⌐ ⌐ 

中村さんはまず、学校給食費の徴収に関し校長

名義口座で収入・支出する私会計状態を廃し、公

会計化をすべきとしています。公会計化とは市の

予算の中に学校給食費の徴収・支払いを組み込む

ことですが、埼玉県内でもまだ 28 の自治体しか

公会計化されていません。 

公会計化することによって、子どもの貧困に公

が気付き、貧困世帯への公的ケアという考え方が

強まります。そして究極的には学校給食費の無償

化に向けて議論を進めることができるというこ

とです。ちなみに中村さんの調査では県内 10 市

町村で一部の補助や無償化が行われています。 

また、公会計化することによって、「児童手当

を給食費に充てる」という市と保護者の契約も可

能になり、給食費の滞納を防ぐ手段ともすること

ができます。 
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就学援助に対する考え方を中村さんのレジュ

メから引用します。 
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自治が変わる・自治を変える                            

   ͬ 
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埼玉県内の就学援助認定倍率（多数は 1.3倍）

と認定率比較（多数は 15％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中村さんの指摘する認定倍率を 1.3にすること

は多数派が 1.3となっている以上、議会一般質問

を通じても可能だろう。 

 

 

 中村さんのレジュメから。 
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⅜ ⇔√ ≥╙  

国も検討せざるを得なくなってきた 

先月号で報告した子ども医療費について、全

国市長会や知事会議が「子ども医療費を軽減し

ていることに対して、国民健康保険の国庫負担

金を減額している措置を廃止してほしい」と強

く要望していることを報告しました。 

右は、「自治日報」2016年 12月９日付の記

事ですが、厚生労働省が２０１８年度から就学

前に限ってこの減額をやめる方向で検討して

いるというものです。 

先月号でお知らせしたように埼玉県内の市

町村ではすべての自治体が１５歳まで健康保

険の自己負担分をなくしています。先進的な市

町村は１８歳まで。 

親の立場に立てば、あるいは格差社会という

現状、非正規労働者が４割で、結婚や子育てに

展望が持てないなどを解消したいとする立場

から、その一助として子ども医療費をとらえた

自治体の先進性を、国も財政規律の問題だけで

無視することができなくなったと言えるでし

ょう。 

╙ ≥╙ ╙ ≤─
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子ども医療費や学校給食の無償化は、例えば

議会で議論をしても単独費であるがゆえに、

「予算がかかりすぎて現実的でない」と財政当

局が答弁して終わりということがまま見られ

ます。よって実施されている自治体は首長の強

い意志で、あるいは少子化対策で全会派一致と

いうところが多い。 

就学援助の入学準備金で言えば、元担当者の

人に聞くと「一人で担当していて該当者の把握

が大変、前年所得の確認をどのようにすれば３

月支給できるかわからない。それに当局はなる

べく支出を少なくしようとしている」と話して

くれた。 

 財政担当者や実務担当者がネックになれば

よい答弁は出てこない、彼ら・彼女らと自治研

で一緒に議論できるようになれば、これら難し

いと考えてきた施策も実施可能になる。 
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₈ ☿Ⱶ♫₉כ⅜ ↕╣╕∆ −└ ╩ 

 今年も例年のとおり自治労と自治体議員連合が共催する「地方財政セミナー」が下記の日程、講演

内容で開催されます。自民党・政府の予算要求概要などから見れば、福祉切り捨て予算といってもよく、

介護保険などの改悪も見込まれています。ぜひセミナーに参加して地方財政計画がどうなるか、各自治

体予算への影響などを学ぶ機会としてください。 

１．日 程     

  2017年 2月 16 日（木）13：00 から 2月 17 日（金）12：00まで 

 

２．会 場 

  ＴＯＣ有明 EASTホール  ゆりかもめ国際展示場正門駅 りんかい線国際展示場駅 

            所在地：東京都江東区有明 3丁目 5-7 

 

３．講演内容      ※講演内容・時間が変更になる場合があります。 

【1日目】 

13：00～      自治労本部あいさつ/自治体議員連合代表あいさつ 

13：15～     講演①「地方税財政をめぐる課題と今後の方向性（仮）」 

         池上岳彦 立教大学経済学部教授 

15：00～     講演②「2017年度政府予算と地方財政計画（仮）」 

              講演③「地方交付税制度の問題点とあり方検証（仮）」 

         飛田博史 地方自治総合研究所研究員 

         其田茂樹 地方自治総合研究所研究員 

17：30         1日目終了 

【2日目】 

9：00～   報告「『人口減少時代の自治体財政構想プロジェクト』の議論と焦点（仮）」 

         高端正幸 埼玉大学大学院人文社会科学研究科准教授 

9：30～      パネル討論「分断を止める公共サービスと地方財政の役割（仮）」 

         井手英策 慶應義塾大学経済学部教授 

         佐藤滋  東北学院大学経済学部准教授 ほか             

11：50～     本部まとめ 

 

４．参加費   資料代として ３，０００円です。 

 

５．申し込み方法 

  埼玉自治研センター宛に参加希望をお申し込みください。 

  参加者名・住所・電話番号（携帯可）を記載して、ＦＡＸ０４８－８３６－１１１３ 

 にお申し込みください。なお、参加費は自治労埼玉県本部が取りまとめて支払うことになりますの

で、事前に下記口座まで 3,000円をお振込みください。疑問点は事務局までお問い合わせください。 

  中央労働金庫 さいたま支店 普通６３１３３２３ 

名義人 公財）埼玉県地方自治研究センター 理事長 浪江福治 

  郵便振替 口座記号００１１０－７ 番号６６３８４３ 名義 埼玉県地方自治研究センター 


